
当資料は、情報提供を目的として、一般的な制度上の取扱い、および一定の前提条件に基づいて作成したもので、実際の評価額や税額等を保証するものではありません。
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作成：

相続を知ろう

早わかり！相続対策のポイント

第6回：遺言書のメリット
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？

遺言書があると、何がいいのだろう？

メリットとは何だろう・・・？

1．遺言書のメリットとは

１
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２．遺言書のメリット①

２

①法定相続分と異なる配分ができる

自分の思いに基づいて遺産を遺すことが出来る

「老後の生活のため、大部分を妻 に遺したい」

遺言書なし
（法定相続割合）

1/2

1/４

1/４

遺言書あり

３/４

１/8

１/8
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３．遺言書のメリット②

お世話になった人への財産分けや寄付も！

②相続人以外へ財産を遺すことができる

「孫にも財産をあげたい」

「母校や病院等に寄付したい」

遺言書なし
（法規定の相続人）

遺言書あり
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４．遺言書のメリット③

４

③特定の財産を、相続人を指定して遺すことができる

「自宅は同居している子に遺したい」

「妻には有価証券を遺したい」

有
価
証
券
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５．相続人のメリット

５

相続人にとっても安心！

①相続争いを未然に防止できる

• 残された家族が相続でもめる可能性が低くなる

• 故人の意思を確認することができる

• 分割方法で悩むことがなくなる（遺産分割協議が不要）

• 相続手続きに必要な書類が少なくてすむ

（遺産分割協議書の作成・戸籍謄本取寄せの省略が可能）

②相続手続きの負担軽減ができる
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